ストップ！児童労働　50万人署名
～児童労働のない、2020東京オリンピック・パラリンピックに～

内閣総理大臣殿、外務大臣殿、厚生労働大臣殿、経済産業大臣殿
１. 持続可能な開発目標（SDGs）8．7の達成に向け、国際的にも、国内でも、児童労働問題解決に向けた意思を示してください。
・Alliance 8.7（児童労働、強制労働等の撤廃を目指す国際枠組み）への参加

・日本国内の「最悪の形態の児童労働」を中心とした問題の把握、対策の強化
・ODA、主に貧困削減、教育支援を通じた児童労働への取組の強化
・「最悪の形態の児童労働」でもある、性的搾取を含む子ども、特に女児に対する暴力

　撤廃に向けた対策

２． SDG8.7の目標達成に向け、児童労働への取り組みを総合的に調整する体制を整備し、ILO182号条約（最悪の形態の児童労働）に則り行動計画を策定してください。
３．サプライチェーンにおける児童労働、人身取引、強制労働の撤廃に向けた法律を2020東京オリンピック・パラリンピックまでに施行してください。
・英国現代奴隷法に相当する国内法の施行、ILO105号条約（強制労働の廃止）など関連する条約の批准（TPPの労働に関する章への対応含む）
・人権に配慮した公共調達方針の策定（公契約基本法の制定）
　市民の声を聞き、児童労働撤廃に向け具体的なアクションを起こすことを、日本政府に要請します
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「ストップ！児童労働　50万人署名」の趣旨に賛同し、
　署名いたします。
※署名は、ご本人が行ってください。　※この署名用紙はコピーしても使えます。キャンペーンウェブサイトからもダウンロード可能です。　
※署名用紙は郵送してください（まとめてお送りいただく場合は、郵送分の合計署名人数を別紙に明記ください）　
※個人情報は、署名提出以外の目的には使用しません。メッセージは匿名で紹介させていただく場合があります。　　　　
＜詳細はこちら＞ストップ！児童労働キャンペーン2018　 stopchildlabour.jp

世界では1億5200万人（2017年国際労働機関（ILO）発表）、5歳から17歳の子どもの10人に1人が苛酷な児童労働についています。児童労働は、子どもたちの未来を奪う、深刻な子どもの権利の侵害です。子どもたちは、教育の機会を奪われるだけでなく、経済的搾取、健康被害、性的搾取にあい、時には命を落としています。子ども自身の未来だけではなく、将来の国の発展の担い手である人材が育たないことになり、国全体に与える悪影響も見過ごせません。これが世界的に重要な課題であることは、児童労働に長年取り組んできたインドの人権活動家カイラシュ・サティヤルティ氏が、2014年ノーベル平和賞を受賞したことにも表れています。





2020年に東京オリンピック・パラリンピックが開催されるにあたり、世界の注目が日本に集まります。そんな中、ビジネスが及ぼす人権への影響の配慮、具体的にはサプライチェーンの児童労働、強制労働、人身売買、現代奴隷などを企業が把握、予防するよう求める法律が、各国で相次いで成立しています。オリンピック・パラリンピックで使われるものやサービスが人権を守るものかどうか、またそれを調達する日本企業にも、その注目が集まりますが、日本には企業に取り組みを促す法律がありません。





2015年9月に制定された「持続可能な開発目標（SDGｓ）」は、世界各国が共通で目指す世界の在り方を17のゴール、169のターゲットとして記されました。そのひとつが、現代奴隷、強制労働、人身売買をなくすこと、また「世界のあらゆる形態の児童労働を2025年までになくすこと」です。一方で、世界の児童労働はやや減少しているものの、その減少スピードは落ちています。さらに、アフリカでは児童労働者が増加に転じ、このままでは2025年の児童労働全廃はかなり難しいことを、ILOも指摘しています。この問題を解決していくには、これまで以上の多くの国、企業、人の力が、必要なのです。





児童労働は途上国だけの問題ではありません。先進国においても200万人が従事しているとILOは指摘しています。実際に日本国内においても痛ましい事例（2017年12月に茨城県で発生した15歳少女が危険な建設作業に従事し死亡した事故や、18歳未満の少女への性的搾取（いわゆる女子高生（JK）ビジネス）など）が報告されており、子どもの貧困の問題とあいまって、日本政府としても児童労働を国内問題として取り組む必要も出て来ています。


この署名活動は、児童労働撤廃を目指し、より多くの人たちの意志を集め、政策を立案し、資源を確保するよう、具体的には以下の3点を日本政府に求めるものです。政府へ市民の声を届けましょう。
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組織・個人名(収集元)：











郵送先・署名に関するお問い合わせ：児童労働ネットワーク（CL-Net）


〒110-0015　東京都台東区東上野1－6－4　あつきビル3F　(特活)ACE内


TEL：03-3835-7555　　FAX: 03-3835-7601 Email:info@cl-net.org  Web:www.cl-net.org





署名は裏面を


ご利用ください！
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